
１．一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等 11,646 １．税収 18,990

２．ＴＰＰ関連政策大綱実現に向けた施策 3,403 ２．税外収入 ▲ 3,466

３．災害復旧・防災・減災事業 5,169 ３．前年度剰余金受入 22,136

４．復興の加速化等 8,215

５．その他喫緊の課題への対応 3,037

６．その他の経費 3,560

　　小　　計 35,030

７．地方交付税交付金 12,651

８．既定経費の減額 ▲ 14,467

　(1)国債費 ▲ 13,343 ４．公債金 ▲ 4,447

　(2)その他 ▲ 1,124

（注１）一般会計の歳出１.～６.の合計35,030億円（小計）に、７.地方交付税交付金を加えると、47,680億円となる。

（注３）公債金について、建設国債を増額し、赤字国債を減額する。

（注４）東日本大震災復興特別会計において、除染事業の追加（783億円）、福島12市町村の被災事業者の自立支援（228億円）等を計上。

（参考）財政投融資計画において、日本私立学校振興・共済事業団に対し、361億円を追加する。
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（単位：億円）

歳　　　出 歳　　　入

　　合　　計 33,213 　　合　　計 33,213

（注２）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
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